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平成 26 年度第４回横浜市外郭団体等経営向上委員会会議録 

日  時 平成 26 年 12 月 18 日（木）[13：15～17：15] 

開催場所 横浜市庁舎５階関係機関執務室 

出 席 者 大野委員長、遠藤委員、鴨志田委員、田邊委員 

欠 席 者 大江委員 

開催形態 公開（傍聴１名） 

議  題 ［議題１］［再審議］（公財）横浜市建築保全公社 

［議題２］［再審議］（公財）横浜市資源循環公社 

［議題３］横浜市場冷蔵（株） 

［議題４］（公財）横浜市緑の協会 

［議題５］（公財）横浜市国際交流協会 

［議題６］（公財）横浜市シルバー人材センター 

［議題７］横浜市信用保証協会 

決定事項 ・（公財）横浜市建築保全公社は、再審議の結果、「引き続き経営の向上に取り組

む団体」に分類したが、公正性の確保や市の業務のあり方について検討するこ

とを付言することとした。 

・（公財）横浜市資源循環公社は、再審議の結果、「引き続き経営の向上に取り組

む団体」に分類したが、再委託における公平性・公正性の確保等について付言

することとした。 

・横浜市場冷蔵（株）は、継続審議とした。 

・（公財）横浜市緑の協会は、「引き続き経営の向上に取り組む団体」に分類した。

・（公財）横浜市国際交流協会は、「引き続き経営の向上に取り組む団体」に分類

した。 

・（公財）横浜市シルバー人材センターは、「引き続き経営の向上に取り組む団体」

に分類した。 

・横浜市信用保証協会は、「引き続き経営の向上に取り組む団体」に分類した。 

・横浜市食肉市場（株）、（公財）横浜市食肉公社、（公財）横浜市総合保健医療財

団、（公財）帆船日本丸記念財団、及び横浜ウォーター（株）の５団体は、次回

以降の審議とした。 

 

議    事  

大野委員長 

 

 

 

 

 

 

 

１ 開会 

 それでは定刻になりましたので、第４回横浜市外郭団体等経営向

上委員会を開催させていただきます。委員の皆様はお忙しい中、お

集まりいただきましてありがとうございます。 

 なお、本日は大江委員が体調不良のためご欠席という連絡をいた

だいておりますが、委員会の条例の規定によりまして定足数は満た

していることを確認させていただきました。従いまして、この委員

会は成立しておりますので、早速審議に入らせていただきます。 

 

様式１ 
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２ 団体ごとの「経営に関する方針（素案）」の審議 

  ［議題１］［再審議］（公財）横浜市建築保全公社 

 それでは議題１、横浜市建築保全公社についてですが、この団体

については再審議ということになっております。そこでまず、事務

局から前回の審議のポイント及び再審議の論点を簡潔に説明して

いただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

＜事務局より前回審議の要旨を説明＞ 

 どうもありがとうございます。ただいま論点の中に出てまいりま

したが、この点に関連して、提出していただいています資料を含め

て補足の説明を所管局からしていただければと思います。よろしく

お願いします。 

＜所管局より資料の説明＞【資料Ｐ１】 

 ありがとうございます。それでは、ただいまの説明に基づきまし

て、審議を進めてまいります。ご質問、ご意見、さらにありました

らよろしくお願いいたします。 

田邊委員、よろしくお願いします。 

 ご説明どうもありがとうございました。市から営繕関係の仕事を

公社に出すべきではないということは申し上げていないので、それ

はそれでいいのですが、コストを削減するという目的のほかにもう

一つやはり、公正性を担保するという意味においては、市が行って

いる入札の方がより公正性を担保できるのではないかという意見

を申し上げたと思います。それで今回、入札監視委員会を設置して

いるということなのですが、それでしっかり公正性が担保できるの

かどうかということを質問させていただきたいと思います。 

 それからもう一つ、市が発注する建築等々の部分と、公社が行っ

ている部分を分けておられるのですが、簡易型については緊急性を

要することが多かったりするので、こういうところはむしろ公社さ

んの存在意義がまさに発揮できるところだと思うので、ここについ

ては、いちいち市によって入札をかける必要はないと思っていま

す。 

しかし、問題は通常型の部分ですね。ここの部分については、市

が一括入札にかける方がいいのではないか。そうすると多額の余計

なお金がかかってしまうのだというお話だったのですが、どうもそ

れはそうとも思えないなというところがありますので、これは意見

として申し上げます。 

 それから最後に、公社に頼んだ方が民間に頼むよりも安いという

のが、資料の「事務費の検証」で出ております。もしそうだとする

ならば、公社さんが市の営繕の仕事ばかりではなくて、民間事業者

からも仕事がとれる可能性があるという、これはそういう証拠にな

りますよね。もしそうだとするならば、公社が民間のビルからも仕
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事を受けていく方針をなぜ立てないのかというのを、逆に私は質問

させていただきたいと思います。以上です。 

 ありがとうございます。ただいまの３点についてご回答があれば

お願いいたします。 

 入札監視委員会、実際は評価委員会という名前ですが、今回設置

した概要を説明させていただきます。 

 横浜市にも入札等監視委員会がありますが、こちらの方は入札等

評価委員会という形で行っております。先日、委員の方３名に委嘱

を行いまして、業務の概要を説明しております。委員の方は、弁護

士の方、建築がご専門の大学教授の方、あと公認会計士の方という

ことで、市のＯＢですとか公社ＯＢは一切入れておりません。そう

いった意味で、これは委員の方に公社の入札について、例えば工事

の安全性であるとか、業務の進め方等についても幅広くご意見をい

ただいて、その結果を公表し、それに基づいて改革・改善を進めて

いくと考えております。第１回は１月に開催します。この時点では

３月と年度いっぱいかかるかなと思ったのですが、前倒して準備を

進めておりますので、１月に第１回の委員会を開催いたします。 

 そこでご意見等をいただきながら、さらに公正性を保つと考えて

おります。 

 簡易型についてはご理解いただいたということですが、どれぐら

い簡易型と通常型があるかというと、2000 万円未満の工事が大体

７割から８割ぐらいあります。そちらのほうがほとんど多くて細か

い工事になっています。通常型というのは、それよりちょっと大き

な施設の機械の器具の取りかえだとか、大規模な屋根の改修とかと

いうもので、機械の器具の取りかえなどは元々の納入業者さんにや

ってもらったりするようなこともあります。どちらも市でできない

ことはないのですが、やっていくとやはり市のほうの入札手続とか

設計書の作成とかいろいろなところで時間もかかったり人工もか

かるというところがありまして、これは保全公社にやってもらった

方が効率的でコストもかからないので一番いいのではないかとい

う判断をしております。 

 それからもう一点、民間からも仕事を受けた方がいいのではない

かということですが、保全公社は、横浜市の公共建築物に関する保

全を行うという、公共建築物をメインにやっておりますので、民間

を対象にはしていません。 

 ほかは横浜市立大学などです。今は別法人になりましたので。 

 設立趣旨からいって、そこまで手を広げると、公益財団法人とし

て営利の方に近くなってくる可能性もありますので、今まではそう

いう議論はしておりませんでした。ちょっとそこは難しいかなと考

えているところです。 
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 では、鴨志田委員。 

 ご説明ありがとうございました。私がちょっと理解していない部

分があるので何点かご質問させていただきたいと思います。 

 ５ページの修繕業務等の実施を委託する理由というところにま

とめられていますが、３年前の委員会で「事業等の再整理が必要な

団体」という位置づけになったわけですが、当然公社さんの意義そ

のものを否定したわけではなくて、公社さんが担うべき役割という

ものを再度整理しましょうと、してはいかがかということだったと

思うのです。それを受けて、今年度に至るまでどういうことを検討

されたのか、あるいはどういうご認識であるのかをご質問させてい

ただきます。 

 まず１点目が、営繕行政あり方検討委員会ということで、これは

平成 16年なのですね。10年前です。この 10年の間に公共建築物、

インフラを取り巻く環境というのがいろいろな面で変わっていま

す。その対応するべき、あるいは重点的な問題、例えば財政の問題

であったり、あるいは急速に修繕対象が増えていったり、こういう

ことがあると思います。それについて、特に 10 年間の変化をどう

認識されているかというのが１点目の質問です。 

 ２点目は、この２番に「建築業務等を建築保全公社に委託するメ

リット、理由」と書いてあるのであえてお伺いしたいのですが、現

行の場合のデメリットというのは何か確認をされているのかどう

なのか、これが２点目です。 

 その上で３点目は、現行の業務の内容ということで、田邊委員も

おっしゃられていましたが、修繕の内容でも市が直接行ったほうが

いいもの、民間にしたほうがいいもの、そしてやはり現状の環境を

踏まえたならば、公社さんが引き続き重点的にやるべきこと、こう

いうものを分けることが望ましいというか、期待されていたと思う

のですが、そのあたりの検討の経緯と、最終的にこれは整理という

よりは引き続き事業の内容、構成を変えないというようにご提案さ

れていると考えておりますので、そこの部分をちょっとご説明いた

だければと思います。以上です。 

 よろしくお願いします。 

 10 年たった変化の状況ですが、確かに修繕というか保全業務が

急速に増えております。当時の建築保全公社の１年間の業務量、予

算は 70 億円程度だったかと思いますが、今でいうともう予算規模

で 125億円とか、実際にはもうちょっと増えていきそうな感じで、

施設のストックは膨大にありますのでどんどん修繕しなければい

けなくなって、処理し切れないぐらいあります。そういう面では非

常に修繕業務というのは必要で、保全公社の重要性はますます高ま

っていると私どもも思っております。 
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 デメリットにつきましては正直思いつきません。すみません。 

 もう一つ、先ほどの現行業務の役割というか切り分けが必要では

ないかという認識ですが、基本的に元からですが、修繕等の業務に

関しましては今、単なる元々の機能を回復する工事については、機

能回復と言っていますが、これは保全公社ということで。最近は合

理的にやらなければいけないということでリノベーションとか改

造とか出てきていますが、そこの部分についてはいろいろ施設管理

者と調整しながらよりよい計画をつくっていかなければいけませ

んので、そこは本来得意とする建築局のほうが行っております。前

から変わってはいませんが、基本的にそういう業務が今増えてきて

おります。機能回復型というのは、やはり従前の状況をよく知って

いる保全公社に行っていただくのが一番効率的と考えております

ので、その考え方としては我々は間違っていないのではないかと思

っております。 

 ちょっとお答えになっているかわかりませんが、とりあえずお答

えさせていただきました。 

 機能回復、いわゆる維持・修繕は公社のほうがノウハウを持って

いるということですか。 

 はい。 

 ということは、同じような種類の業務をほかでもやっているがゆ

えに。 

 そうですね。学校は 500校もありますので、外壁改修とか屋上防

水とかというのはどんどんまだまだ先まであります。そういうのは

幾らやってもなかなか、終わったところでまた次のものが追いかけ

てくるような状況になりますので、そういう対応が同じような業務

がたくさんありますし、そういう外壁改修とか屋上防水とか塗装と

いったところのノウハウは十分ありますので、その他の施設でも保

全公社が培ったノウハウを生かしていくと。特に防水などは緊急の

対応などがあったりしますので、そういうところは保全公社に行っ

ていただいて助かっているといいますか、実際にうまくいっている

と思っています。 

 鴨志田委員、今のところはよろしいですか。もしありましたら。

 もう一回咀嚼しておきます。 

 その他、ご意見、ご質問はありますでしょうか。 

 ７ページ目の図で、横浜市が入札を含めて請負業者を決定するま

での期間と、公社が行った場合のタイムスケジュールが比較されて

います。そうであるならば、私などは、横浜市は逆にその短縮化と

いうのがどうにかできないのかということを思ってしまうのです

が、それはどこにあるのでしょうか。要するに、よく春先に予算が

決まって、夏の工事までには時間がないと何度も説明を受けており
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ますが、そのところをもっと説明していただきたい。どうしてもい

ろいろな制約があって、市ではこのような形でしかできないのだ

と。合理化あるいは機構改革等によってできないということであれ

ば、ある程度その点に関してはわかるところがあるのですが、いか

がでしょうか。 

 今おっしゃった点はよくわかります。横浜市の発注の場合は、多

いのは教育委員会ですが、そちらでの決裁を受けてから財政局に発

注するということで、また財政局の中でも稟議がありまして、その

辺で決裁の期間が長いということがあります。そうはいっても今縮

めてはいますが、やはり長いというのがあります。一方、公社でい

くとその辺の迅速性があるということで、いずれにしても夏休みの

工事というのは 500数校の学校で大量に発生します。一気に夏休み

に工事するというのがどうしても出てきますので、そういう面では

非常に迅速に動ける公社の活用が一番好ましいと思っています。 

 あと、工事は定型的な内容が多いので、市の場合は新築だとか、

物を一からつくる場合とか機能改造というのがありますので、設計

図書の図面等も多くなっております。ここで違ってくるのは、保全

公社のほうで工事の概要を公告して、その資料を見て質問が出てく

るのですが、質問の締め切りまでの期間は、割と定型的になれた業

者さんが多いので、そんなに時間をとらなくても大丈夫だと。市の

発注ではそれなりの新しい工事を行うということで、その辺は少し

時間をとって、設計書の分量も多いですから時間が必要になってき

ます。そういうところが少しずつ積み上がっている状況で、時間的

に市のほうではかかってきます。 

 今のご説明なのですが、そうすると、そもそも比較できない、次

元が違うものを比較して短い・長いと言っているので、こちらが納

得できる説明にはなっていないと感じるのですが。 

 もう一つ、夏に工事が集中してしまうと市では対応できないとい

うのがなぜなのか、まだ私には理解できないので、その点をもう一

度ご説明していただいてよろしいでしょうか。 

 そのためには、年度当初に、またはその前年度までに相当大量の

設計とか調査をしなければいけないのですが、ほかの修繕以外の業

務も多数抱えておりますので、そういう面からそのピークに人員を

導入する。それ以外の非効率というか、公社の場合はその設計をし

た後に当然工事監理とか継続的な業務がありますし、市でその夏休

み工事をターゲットにして人員体制を組むと相当な人員が必要に

なってきます。そういう面では、保全公社で行っているやり方とい

いますか、そういうところは保全公社での対応がうまくいっている

という、ちょっと説明が難しいのですが、そういう状況です。 

 それと、さっきもありましたが、保全公社は機能回復の工事をず
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っと過去から行っています。そのデータを非常に豊富に持っていま

す。そのデータというのは、例えば屋根の防水だったら、この学校

ではこういう防水だと、この学校の外壁はこうだと、それをすぐ設

計に反映できます。それは非常に大きなメリットだと思いますが、

それで設計期間も短くなりますし、人も今言ったように夏休みの工

事に、同じ例えば外壁工事シリーズということで、その外壁工事に

係る職員を全部配置できる、防水で全部できる、その辺を集中して

できるメリットというのがあります。 

 あと、この前説明しなかったのですが、発注方式で、設計して工

事を発注するという方式もあるのですが、調査等依頼方式というの

もあります。先ほど言いました防水とか外壁とか金属建具というの

は、管工事業協同組合というのがありまして、そちらのほうにまず、

今年度ここはやらなければいけないということがあったら、そうい

うところに調査から設計の見積もりまで、そこから委託して行って

いるということで、機動力が発揮できているところがあります。市

の場合は、市内を中心に設計事務所に１件ごと発注して、設計事務

所から出てきたものをまた市で調整するということで、効率的には

できない部分があります。そういった調査等依頼方式というのも活

用しながら行っていくことで、全体的には効率性が図られている、

何とか大量のものをこの時期に処理できているということです。 

 公社が持っているノウハウというのは、市と共用しないというご

発言だったのですが。 

 すみません、それはあくまでも 16 年度のストックマネジメント

の答申で、まさに市と公社は両輪だと。 

 そうですよね。 

 そのストックマネジメントを生かすためのデータベースという

のを市が持っています。その市のデータベースに、例えば公社が行

った工事履歴もそこに加えていくという状況です。 

 ですので、ノウハウは別に公社だけではなくて、市の方も持って

いるのですね。 

 もちろん持っています。 

 先ほどの説明ですと、公社にノウハウがあるのだからこちらでや

った方がいいのだというご説明だったので。 

 すみません、ちょっと言葉が適当ではありませんでした。 

 説明を聞いていてもわからない理由は多分そういうところなの

です。そういうことを今までやってきたからそうやり続けるのだと

いう理由を一生懸命説明されているだけで、どのようにするのかと

いうところから業務はこうあるべきだという話になっていないの

です。 

もう一度申し上げますが、私は公社そのものの存在意義というの
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はものすごくあると思っています。軽微なもの、2000 万円未満の

工事については迅速に現場主義で対応していくべきだからです。入

札も公正さを担保するために監視委員会等を設置しているという

ことだけれども、まとめてある程度の規模にして市の方で入札する

ということは可能なのではないかということをずっと申し上げて

います。 

つまり、設計とか何かは市のかわりに公社がおやりになられても

いいし、入札の部分だけ市がやって管理のところは公社さんがおや

りになってもいいと思っているのです。ところが、いや、全部一体

でなくてはだめだから、わざわざコストと時間をかけて監視委員会

までつくるのだと。それが合理的な発想とはなかなか思えないの

で、その質問をずっと私はさせていただいたのです。 

 関連して、鴨志田委員から。 

 それに加えてなのですが、先ほど来、新築とか改造については建

築局さんがされていると。これは形式化、定式化されていないから

ということだったと思います。そうすると、新築か改造で建築局、

修繕は保全公社という仕分けではなくて、定式化されたものは建築

保全公社、市役所のほうでやるべきものは定式化が進んでいないも

のとか、新たに検討するべきものとか、そのように分けられたら、

というのが一つの案です。そういう分け方というのはご検討された

ことはありますか。要するに修繕工事といっても、多分多様化して

量が非常に増えていると。先ほど来のご説明ですと、学校の校舎等

の修繕というのは極めて定式化できるもの。これは効率性を重視す

るべきなのですね。効率性を重視するものは公社さんが行うという

のは理にかなっていると思うのです。ですから、公社さんがされて

いる役割、意味合いは非常に高い。一方で、市の建築局さんのご方

針とかそういうもので要検討のものというのは直営で行うという

ように仕分けてみたらいかがかと思うのですが、そのあたりはどう

でしょうか。 

 まさにそうしているところです。 

 そうすると修繕は全部公社という前提で動いているのですか。 

 修繕というのは、先ほども言いました機能回復というのは、もと

のように直すということですね。それともう一つあるのは、修繕も

含めた機能更新というか、別の機能を付加するようなものについて

は、それも同じく修繕という範囲ではあるのですが、そちらについ

ては市の局のほうで行って、定型化された修繕、いわゆる機能回復

型は公社と、そういう整理はしております。 

 そうすると修繕というものはほとんどすべて定式化できるとい

う理解でよろしいのですね。 

 そうですね、はい。機能回復型ですよね。付加する場合は、建築
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局は今後の利用用途なども原局と相談しながら。 

 あとはそのプロセスですよね。プロセスで入札のところからとい

う、それも全部公社さんという理解ですか。 

 修繕はそうですね。一連の手続きを公社の中で完結することで、

その期間はかなり短くなるということです。先ほど委員がおっしゃ

った入札契約手続だけ市で行ったらいいじゃないかというお話も

確かにありますが、その部分を切り分けるだけでも結構やりとりと

いうか、役所内の手続が若干煩雑化することもありまして、効率性

はより低くなると思います。 

 何でそんなに時間がかかるのでしょう。 

 現状維持型か、あるいは機能向上型かの仕分けは、市のほうで行

っているということですよね。 

 そうです。基本的に相談が来て、これはこうだねという仕分けを

して行っております。 

 公社のほうに行っていただくものを仕分けしているのはあくま

でも市であると。 

 はい、そうです。 

 あと、私のほうから。最後の８ページに、内製化した場合の人員

体制の試算ですが、これについてはどこが試算し、どこがチェック

しているのでしょうか。 

 それは建築局の私どものほうで試算しています。 

 建築局でオーソライズしていると。 

 そうです。 

 そうすると結局、もし公社が行っている仕事をすべてなくしてし

まった場合には、市の内製化によってこれだけの人員が増えるとい

うことですね。 

 はい。必要だろうと考えています。 

 その場合、公社の人員は今現状どれだけですか。 

 今 60名です。 

 60 名。私は会計をやっていて気になるのは、修繕、いわゆる現

状維持型と、機能向上型と、切り分けが非常に微妙な業務ですよね。

要するに、現状を維持しながらここを付加していくとか、現状維持

しながら機能強化なりやっていくと、こういうことをやっているの

だと思いますので、一体化しても私はいいのかなと思っています。

 機能向上というのは、例えばこの部屋に間仕切りをつくる場合、

こちらの空調をまたいじらなければいけないとか、いろいろ調整を

します。そういうのは機能を向上させるということで市のほうで行

います。ここの例えばペンキだけを塗るとか、天井を壊すとか、あ

るいは空調機だけをかえるとか、そういうのは公社のほうでとい

う、ある意味で明確な切り分けだと思っています。 
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 ガラス戸を二重窓にするとか、こういったことになると機能強化

になるので市のほうで行うということですか。 

 そうですね、その辺はちょっと微妙なところですが。 

 そうなのですよ。なかなか難しいのだろうなと思っていますが。

 ただそうすると、ガラス戸を二重にすると空調を替えたりとかい

ろいろな話が出るので、その辺はケース・バイ・ケースになります。

 その辺は十分話し合いがされないと、業務がばらばらになること

のデメリットが出てくるのかなという心配はあるのですが。 

 そうですね、おっしゃるとおりです。 

 今の件で、本格的設計業務が要るとか要らないという、大体その

基準ですか。例えば塗装だとか、あるいは防水工事等々、機能回復

のためということであるならば、本格的な設計業務というのはほと

んど要らなくて、事業者の見積もり等々、あるいはそういう機関の

見積もり等々で済むということですよね。 

 数量がどれぐらいあるかという調査をしてもらって、それが正し

いかどうかの確認をして、実際に行ったときにそれが違っていれば

精算するという形になりますよね。 

 いちいち防水工法を３つ４つ比較検討してということは、基本的

には余りされないわけですよね。 

 物によっては単なる塗布防水をシート防水に変えるとかという

可能性はあります。それも公社で行っている場合もあります。 

 それは過去の経験値によって、そうしたことがいいということが

割とすぐ公社さんはわかりますよと。ということは、市の方もそれ

は割とわかるということでいいのですよね。 

 はい、そうです。 

 概ねそういうところで区分けをされていると。 

 大分時間をかけて議論してまいりましたが、ここで前回の「事業

等の再整理が必要な団体」という課題を抱えながら検討を進めてき

てこのような形になってきましたという説明をいただいて、それゆ

えに、今後はこの仕組みの中で経営を向上させていくべきだという

ご意見でありました。それに対して委員の中からまだはっきり、す

っきりしないところがあって、すっきりしないのはこちらの理解が

不十分なところもあるかもしれませんが、委員の方々からこの団体

分類等についてご意見がありましたらいただきたいのですが。 

 一点確認ですが、３年前に「事業等の再整理が必要な団体」に仕

分けたわけですよね。３年後に経営の向上に取り組むというとき

に、３年前と現状で、要は今回こういう形の検証を担当部局からご

説明いただいているのですが、前回も同じような内容だったのです

か。 

 それは、今日の１ページ目のＡ３の左側の中ほど２の（２）で、
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経営改革委員会の平成 23 年の提言の主なところがまとめられてい

ます。 

 それが前回ですよね。 

 ええ。それが３年前になるわけですが、それに対して今回お答え

いただいたのが、市への内製化については、先ほどのデータに基づ

き、むしろ人員増になる、ということは財政的にもかえって圧迫す

るというお話で、民間活用については公正性の確保という点では課

題があると。そこで対応の仕方としては、電子入札システムなり、

入札監視委員会等の設置によって対応していくと。このような形で

の返答あるいは対応が説明されたわけです。 

 ではそれでなるほどそうか、この辺は市の内製化というのが無理

なのかとも思います。それから、むしろそれが人員の増加あるいは

財務的な圧迫を招くということであるならば、そこは私どももそれ

以上のデータを持っておりませんので何とも言えませんので、そう

でしょうかということになってしまいます。民間の活用が公正確保

の面では難しいということに関しては、入札監視委員会等が機能し

始めれば保全公社が公正性を保った入札ができるということにつ

いては、先ほどちょっと意見がありまして、そこまでするのであれ

ば市の方に入札を委ねた方がいいのではないかというようなお話

がありました。とはいえ、それだけの対応はしてきたのだというの

が市及び公社側の立場で、それを受けて、なるほどそうであれば、

今後その形態をもって経営向上に取り組んでいただきたいという

ことになるのかどうかということです。鴨志田委員のお答えになっ

ているかどうか。 

 基本的には私どもから申し上げた問題意識を共有いただければ

と。 

 したがいまして、後でもう少し整理させていただきますが、私委

員長としての提案は、経営向上に取り組む団体としつつも、この公

正性の確保の問題や、例えば市の業務のあり方を同時に検討してい

ただくような文章化を少ししたいなとは思っています。その点、委

員の皆様、いかがでしょうか。 

（異議なし） 

 それでは、事務局のほうでその辺をちょっとまとめていただい

て、後でまた委員会の中で幾つか言葉を整理させていただいてご意

見を伺いたいと思います。 

 それでは、大変長時間にわたりましたが、議題１の建築保全公社

の再審議は終了したいと思います。どうも皆さん、ありがとうござ

いました。 
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３ ［議題２］［再審議］（公財）横浜市資源循環公社 

 それでは議題２、横浜市資源循環公社について審議を行いたいと

思います。再審議になりますので、まず事務局から前回の審議の際

のポイント、再審議の論点を簡潔に説明していただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。 

＜事務局より前回審議の要旨を説明＞ 

 ありがとうございます。それでは、この点を受けまして、資源循

環局総務課から提出資料を含めた補足の説明をいただければと思

いますので、よろしくお願いします。 

＜所管局より資料の説明＞【席上配付資料Ｐ１】 

＜外郭団体より資料の説明＞【席上配付資料Ｐ３】 

 それではすみません、最後になりますが、委員長、大変恐縮です

が、ここから先は非公開でご説明させていただきたい内容がありま

すので、いかがでしょうか。 

 詳しくはおっしゃらなくても結構ですが、非公開の理由を。 

 過去における事業者の不適切な業務内容等に及ぶ部分がありま

すので、よろしいでしょうか。 

 それでは了解いたしましたので、しばらく傍聴席の方、申しわけ

ございませんが退室いただければと思います。 

（傍聴者退室） 

 

【情報公開条例の非開示情報に該当する内容が含まれる可能性が

あるため、委員会の決定により当該部分の審議について非公開とし

た。ただし、実際の説明及び質疑の内容については、非開示情報に

該当する内容が含まれない範囲にとどまったため、委員会の判断に

より議事録に登載する】 

 

 それではよろしくお願いします。 

 恐れ入ります。ありがとうございます。 

 現在の廃棄物業界、あるいは事業者の状況についてご説明させて

いただきたいと思いますが、今申し上げましたように、過去の事業

者の不適切な業務内容にも及びますので、非公開のお願いをいたし

ました。 

 まず、履行能力の問題ですが、過去の民間事業化においてさまざ

まな問題が実は発生しております。先ほども触れさせていただき、

前回もご説明申し上げました資源選別センターの選別業務を受託

した事業者が、選別作業を十分に行うことができずに半年間混乱し

たという事案のみならず、粗大ごみの受付収集業務を民営化した折

には、その業者さんの履行能力が全く足りないということもあっ

て、粗大ごみの収集を先送りして一部収集を行わない、あるいは粗
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大ごみの受付を一方的に停止して業務の履行を行わなかったとい

うことがありました。これについては、４月１日に委託を開始して

４月 19 日には契約を解除せざるを得ませんでした。これはもとも

と公社が受託していた業務で、公社から民間に移した業務ですが、

公社にその段階で人を急遽、前に行っていた人たちも動員しまして

何とか粗大ごみの収集業務を本市として継続することができたと

いう状況がありました。これも一つ、業者さんの履行能力の問題で

あったかと考えております。 

 それから、プラスチック製の容器包装の収集委託を行った、委託

化した折ですが、このときもあらかじめ確認はしておりましたが、

仕様書に定める車両台数を実際には用意していませんでした。そし

てその結果、既定の作業時間を大幅に超過しても作業が終了しない

ことから、市民から多数の苦情等もあって、本市が直接収集を行っ

て急場をしのぎました。ほかにも複数の仕様書違反等があり、その

都度改善を促すための指示書を出して行ってきました。これは大体

１カ月程度そういう混乱がこのときは続きました。 

 それから、今は資源集団回収で全量処理をしておりますが、本市

が古紙を収集していた時期には、その収集した古紙を売却するに当

たり、古紙回収業者から申告された数量で売却をしていたところ、

業者が数量を少なく申告して不当な利益を得ていました。これにつ

いては、警察への告訴ですとか裁判によってそのお金を返還させる

というようなことにも発展したことがあります。 

 こういったさまざまな問題が発生してまいりますのは、今、廃棄

物の収集・運搬を行っている廃棄物業界というのが、大企業という

のは前回も申し上げましたが、横浜市の基準で 5000 万円以上を大

企業としていますが、5000 万円というのは一般の基準で資本金と

して大きいかどうかは別にしまして、その 5000 万円レベルを超え

るところが１社、あとの事業者はそれより小さいいわゆる中小零細

と言われている事業者で、業界としても発展途上にはありますが、

まだまだ未成熟な面があります。そして、新たな分野に対する履行

能力ですとか対応能力が十分には備わっていないというような状

況がありまして、ある意味、その反省に立って私どもが新たに収集

の委託をするときには事前の研修を行うとか、指導体制を手厚くす

るとか、さまざまな工夫をして何とか委託を進めてきたということ

があります。そういった意味で行政であるとか、あるいは公社のよ

うな公的な指導・監督というものなしに、円滑な履行が期待できな

いという状況、情勢というのがあると考えております。 

 また、もう一つは、廃棄物処理は、廃棄物を渡すときにお金も一

緒に渡して有料で処理すると。普通、物の売買ですと物を渡すとお

金をもらうものですが、そうではなくて、廃棄物処理はお金を払っ
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てやってもらうものという状況がありますので、処理を請け負った

側というのは、処理の経費をできるだけかけなければそれだけ利益

が上がるという構造があります。処理を請け負った人は経費をかけ

ずに処理したほうが当然収益は上がるわけです。それで残念なこと

ですが、最終処分場など、これも公社に委託して管理・運営を行っ

ております南本牧の海面埋め立ての処分場が横浜市にありますが、

廃棄物を処理する段階に、適正な搬入ごみの中に不適正な物を紛れ

込ませて、いわば不法投棄をするといった事例がいまだになくなり

ません。そういう検査をきちんと行わないと不適正搬入が行われま

す。これは、工場では直営で運営しておりますので直営で搬入物検

査を行っております。処分場については公社が受託してやっており

ますので、公社が搬入物検査を行っております。成分分析を行う簡

易キット等も備えてきちんとした体制で行っております。 

 こういったことからも、民間事業者、今の廃棄物業界にそういっ

た検査業務、指導的な業務を任せられるかというと、なかなか困難

な状況があるということで、私どもとしては、民間事業者に対して

公的な指導・監督を要するような業務の委託先としては、やはり公

社が適切であると考えております。 

 説明が長くなりまして大変恐縮です。どうぞよろしくお願いいた

します。 

 どうもありがとうございました。それでは、今のお話の中で、過

去の業務委託に伴うトラブル、あるいは受託業者の能力の問題にか

かわるところでもしご発言、ご質問があればまずいただいて、それ

を終えたらまた再度、傍聴席の方がいらっしゃれば入っていただく

という形で進めたいと思いますが、いかがでしょうか。何かご質問

はありますか。 

 一つだけちょっと、公社さんの存在意義はわかるのですが、今の

ご説明でよくわかりかねたのは、その公社さんがいろいろなところ

に発注するときは随意契約だというところに実はクエスチョンが

ついています。それについては今度の金沢は入札をしますというお

話がありました。ただ、過去、そういうところに何か頼むと失敗だ

ったというのは、公社さんではなく市が直接頼んだ結果ということ

ですね。 

 そうですね、はい。公社に委託していたものを民間に移したとい

うケースは、粗大ごみなどはまさにダイレクトにそういうケースで

す。 

 公社さんの存在意義は公的使命をしっかり果たしながらやるの

だから、直接市が業者さんに発注するより、ちゃんと管理・監督が

できる公社さんを入れるべきであると、こういう今のご説明だった

と理解してよろしいですか。 
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 はい。実は公社に対して委託しているものはさまざまな、処分場

もやっておりますし、中継移送も委託しているという部分がありま

すが、それぞれの特性によって内容的には異なりますが、今、田邊

委員がおっしゃられた全体の趣旨としてはそういう考えです。 

 わかりました。ありがとうございます。 

 よろしいでしょうか。それでは、改めて傍聴者の方がいらっしゃ

ったらお入りいただいて議論を進めたいと思います。 

（傍聴者入室） 

 それでは再開いたします。ご質問、ご意見がそのほかにありまし

たらお願いいたします。 

 確認しておきたいのですが、先ほど入札制度を来年度から実施す

るという、もう一度その仕組みを少し説明していただけますか。主

体がだれであって、だれが評価をし、どういう対象に対して進めて

いくのかという点を。 

 先ほどご説明の中にありましたように、事前に選別業務について

履行の能力があるかどうか調査しまして、その中で継続した努力に

よってできる可能性がある、本市と同じレベルの仕事はやっていな

いが、できる可能性があるということで、今回そういう資格を持っ

ている事業者さんに対して、指名の競争入札を予定しております。

その中で競争性をとって、一番妥当な価格でやりたいと言った方

と、来年４月開始に向けて契約を締結したいと思っております。 

 ありがとうございます。関連しまして。 

 指名入札は大いに構わないのですが、資格のあり・なしというの

はだれがどのような手続を踏んで決定するのかということだけ教

えていただきたいのですが。つまり、声はかけて、やりたいところ

に手を上げてもらって、それを公表し、審査し、入札参加資格あり

という手続を踏めば公正性は担保できると思うので、その辺の手続

がもう決まっていることがあるならば教えていただきたいと思い

ます。 

 入札に当たりまして、事前にまず横浜市の入札のためのリストに

載っていること、それから、市内の事業者であること、一般廃棄物

処理の資格を持っていること等を含めて絞りまして、その相手方に

事前に履行業務ができるかどうかという調査をいたします。その結

果、そういう業務について興味を持っているとか、やっていきたい

というところについて指名をさせていただくということです。 

 ということは、やりたいと手を上げたのだけれども、その絞る過

程で落とされたところは公表しないということですか。 

 事前に調査の段階で、該当の事業者にお聞きしていますので、そ

れはそういった契約手続きの前に、その業務についてやっていただ

けるのか、それとも、実際にそういうことを処理できる能力がある
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かということを調べさせていただきます。 

 ちょっと概略をご説明しますと、まず入札参加資格というのを決

めます。その際に何を条件にするかということが一つの問題になる

わけですが、その横浜市の業者名簿に登録している業者で、一般廃

棄物処理の許可を持っている、それで市内の業者であるということ

で一つの縛りをかけて、その中で、その業者さんたちに参入意向が

あるかどうかの確認をいたします。それを聞き取りして、手を上げ

たところからヒアリングをして、入れるべきかどうかというのを判

断するのですが、今回はヒアリングしたところは全部入っているの

ですよね。 

 そうですね。 

 ですから、我々のほうで絞ってということはないということにな

ります。 

 該当するところすべてに対して入札機会を与えております。です

から、ここはだめとか、我々の方で、客観的な基準としては横浜市

の名簿に登録していて。 

 条件を満たしているところについては、公社さんの方の恣意的判

断によって絞ることはしていないと。 

 ええ、条件に当てはまるところは全部聞いて、参入意向があると

ころは入っております。全部指名しています。 

 入札をする前に、そういう意向はありますかということで該当す

るすべてのところにお聞きしていまして、その返ってきた答えに対

して手続を踏んでいくと。その差はつけておりません。すべてにつ

いてお聞きしております。 

 わかりました。 

 何社ぐらいですか。 

 19年度のときに比べて 10社ほど増えて 23事業者があったとい

うことです。その回答があった 21 社のうち、参入意欲を示したの

が 11 社あって、それについて細かくヒアリングをしていったとい

うことです。 

 ヒアリングの目的は何だったのでしょうか。指名した資格という

のは市の名簿に載っていることと、あと何でしたか。 

 契約部がつくっている登録名簿があるのですが。 

 それに載っていることと。 

 登録業者になっているかどうかということですね、はい。 

 意思があることですか。すみません、今３つか何か条件を言われ

ていたような。 

 それと一般廃棄物処理業の許可を持っていること、これは許可が

あるかないかの客観的な問題になります。 

 それだけで選ばないで、どうしてヒアリングをされたのですか。
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排除しないというのだったら、その２つの条件を持っていたら全員

手を上げさせてというのが、資格要件をつけないということだと思

うのですが、そのヒアリングをした目的をお伺いしたいのですが。

 ヒアリングといいますか、参入意向があるかないかなのです。こ

ういう業務がありますと。これを入札にかけた場合、あなたの会社

では参加する意向がありますか、ありませんかというのを伺ってい

ます。 

 先ほどのご説明のときに、まずそういう業者さんの中から参入の

意思がありますか、ないですか、ありますと言ったところからさら

にヒアリングをしたというようなご説明になっていたかなと思う

のですが。 

 回答があった 21社のうち、参入意欲を示したのが 11社、それは

ヒアリングで確認できたということです。 

 ヒアリングというのは参入意思の確認ということですか。ヒアリ

ングというのは、その意思がありますか、どうですかということで

すか。 

 もう一つは、事業者さんが実際にこういった業務を履行する能力

があるか。実際にプラントまで調べに行きまして、実際にどういう

業務をやっているかというのを確認しながら、この業界というかこ

の分野で入札ができるかどうかという視点で見ました。また、財務

状況のほうもチェックして、できるかどうか総合的に勘案して、そ

ういう方法を今後とっていこうということで判断したものです。 

 業者さんを選定するという作業と、入札して実施した場合に前回

のような混乱が起こるか起こらないか、起こるとしたら多少のもの

なのか、我々が事前の手当てをすることによって防止できるものな

のか、そういった観点を含めて、入札の実施の可否も含めて、その

検討をせざるを得ない状況がありましたので、それを両方あわせて

行っているということです。 

 やはり絞っているのですね。確認をするために、絞られているな

ら絞っているということで私は全く問題ないと思うのですが、絞る

なら絞った理由を明確に公表していくべきだという話を申し上げ

たのです。 

ところが今、いや、絞っていませんと。手を上げたところは手を

上げたところでみんなオーケーなのですというお話なのですが、も

し、ヒアリングだとか、どういう言葉でもいいですが、やってみた

いところに手をおろさせる過程が不明瞭だということを私は意見

として申し上げます。むしろこのところが不適切だというなら、そ

れをちゃんと明確に公表していくことが公正性だと。 

 私どもとしては、事業者の皆さんに「こういう業務ですよ」とい

うのをお示しして、「うちはできます」と言ったところはオーケー



  18/43 

 

 

 

 

 

 

 

 

鴨志田委員 

 

所管局 

鴨志田委員 

外郭団体 

鴨志田委員 

所管局 

鴨志田委員 

 

 

外郭団体 

所管局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外郭団体 

 

 

 

にしています。入札に参加できるようにしています。「いや、それ

だとうちはできない」というところは、21社のうち 11社は参加し

なかったということですので、その我々のやり方としてもしご疑念

が生まれるような部分があれば、どういう条件を示したのかという

部分だとは思うのですが、それは各業者さんに私どもの選別施設の

業務内容をお示ししているわけですので、その分においてそれがで

きるかできないかというご判断は事業者の皆さんがされている話

かなと思います。 

 その延長上で、お聞きしたかもしれませんが、入札は純粋に入札

金額で決まると。 

 そうですね、はい。 

 それは、要は入札金額が一番安いところに決まるのですね。 

 そうですね。 

 それ以外の要件はない。 

 ないです。 

 ということはやはり、その前の段階でどこに落ちてもいいとい

う、いわゆる選別をされて、要はクオリティーという意味でという

ことですよね。 

 それで調査をしたということです。 

 通常ですと、変な話ですが、建設業とか土木業とか一般的な工事

を発注するようなものですとランクづけがされていまして、市内Ａ

とか、あるいは準大手、大手、ゼネコンというような、そういう区

分の中から選んでいくという作業を通常行うのですが、廃棄物の内

容としてはそういう区分はありませんから、こちらから業務内容を

示して、「おたくの会社ではこういう仕事ができますか」というの

を確認するというのは、私ども横浜市が発注するときでもやってお

ります。それはやはり一律に全部出してしまいますと、実際にはで

きないというところが入ってきてしまいますので、業務内容をあら

かじめきちんと示しておくということは必要なのかなと考えてお

りまして、今回はそういうやり方です。 

 もう一つは、21 社というのは実は入札者数としてはちょっと多

い、競争性の確保では一般的には５社から 10 社ぐらい、７～８社

程度だったらちょうどいいのかなと言われているところですが、そ

ういった観点からも今、11社まで手が上がったというのは、思った

よりは多かったなという状況の中で入札をしていこうという決定

をしたということです。 

 ですからヒアリングをして、こちらのほうで判断して入札できま

せんということではなくて、ヒアリングというのはあくまでもどこ

まで業界が成熟しているかということを試すために聞いてみると

いうことなので、恣意的に入札を定めているということではなく、
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入札の手を上げるのは広く、そこが入札参加資格に該当していると

ころが等しくあったということになります。 

 参加しませんかとお声がけしたのは、最初調査をしたすべての事

業者について行っていますので、そこはフェアにやっていると考え

ております。 

 入札関係でよろしいでしょうか。 

 せっかくですので、その手続が公正におやりになられているので

あるならば、公正にやっていることがよりわかりやすいように公表

していくことが大切。建築関係のランクづけをしたのも、結局公正

性を担保するために仕組みをつくり上げた。まだちょっと未熟な業

界なのですというお話はよくわかりますが、それだったらちゃんと

公正に進めている。例えば 21社が資格を持っていまして、21社に

訪問し、いろいろご説明した結果、11社の方から手が上がりますと

か、あるいは上がる予定がありますという、その手続をしっかり公

表していくということが、公正さを担保する上では大切だというこ

とを意見として申し上げたいと思います。 

 一つ私も、調査をしたという言葉が何回か出てまいりましたが、

その調査の際に、私がイメージするのは、応札する業者の定量的な

能力とか、定性的なものであるとか、そういったものをある程度示

した上で、そして応募していただいて、果たしてその基準に達して

いるのかどうかという調査を行うというイメージだったのですが、

そんなものでよろしいでしょうか。 

 実はその調査というのは、その業者さんを入れるか入れないかと

いう観点ではなくて、実際に民間でどの程度の業務が行われている

かと。その現場を見せていただきたいというような、その意向がか

なり公社としては強かったのではないかなと考えております。 

 先ほど来の議論のとおり、民間の事業者が育って十分に競争でき

るような状況にあるかという調査ですので、個々の事業者について

契約する前提としてそういうことを調べたという調査ではありま

せん。 

 できれば、外から見ている人間からしますと、例えばこういう業

務を行うのであれば、マンパワーとしてどのぐらいのものを確実に

提供できるとか、そういう数量的に提示できるものをできるだけ示

して応札してもらうようにしていただいて、そして最後はその基準

に合っているかどうかの調査は当然行ってよろしいかと、行うべき

だと思いますが、その後はもう金額でいくというわかりやすい仕組

みにすべきです。せっかく入札制度を試験的にといいますか、可能

性のある業者があるからやってみようということですので、今質問

が出たようにふるい分けが恣意的な形で行われたのではないかと

いうイメージが持たれないようにするには、その点を明確にされる
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必要があるのかなと思いました。これは意見です。 

 ですから、先ほどから調査とかヒアリングという言葉がすぐ、一

般的に反応するとふるい分けが恣意的に、あるいは安易に「あなた

は無理です」とならないよう、むしろ無理なら無理で、この基準に

達していませんと言えるような仕組みにできるだけしていかれた

方がいいのかなと思います。まだまだ課題の多い世界といいます

か、業務を受けられる力があるかどうか、まだ十分把握できていな

いところがあるという前提でいろいろ苦労されていることはよく

わかりますので、可能な限りその点注意されたらいかがかなと思い

ます。 

 そのほかありますか。よろしいでしょうか。ほかの質問もよろし

いですか。ここが一つ大きなテーマだったわけですが。 

 これも前回の改革委員会の議論に基づく団体分類では、旧分類で

「事業等の再整理が必要な団体」ということでしたが、お話を伺っ

てかなり事業の整理が行われてきた。それで今回、資源循環局では

「引き続き経営の向上に取り組む団体」としたいと。そして、でき

るだけ能力のある民間から応札ができるような仕組みに持ってい

きたいということはよくわかりましたが、恐らくその辺が一つの試

金石になるのかなとは思っています。皆さんいかがでしょうか。分

類としては。 

 今日議論して私どもから申し上げたことを付言するというのが

前提ですね。 

 そうですね。その辺の公平性とか公明性とかという点を留意され

て行っていただきたいということは付言させていただくかもしれ

ませんが。 

 よろしいでしょうか。それでは、これをもちまして横浜市資源循

環公社にかかわる審議は終了したいと思います。皆さん、どうもあ

りがとうございました。 
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４ ［議題３］横浜市場冷蔵（株） 

 それでは議題３、横浜市場冷蔵（株）についての審議を行います。

 それではまず、この略称「ハマレイ」でよろしいですか、この団

体を所管する経済局中央卸売市場本場運営調整課からご説明をい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

＜所管局より「経営に関する方針（素案）」説明＞【資料Ｐ13】 

 どうもありがとうございます。それでは引き続き、事務局から補

足の説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

＜事務局より論点等の説明＞【資料Ｐ15】 

 ありがとうございます。それでは早速ですが、ハマレイの審議に

入りたいと思います。委員の皆様から何かご質問、ご発言がありま
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したらお願いいたします。 

 では、私から最初に。民間主体への移行の一つの大きなテーマが

出資比率の引き下げということだったのですが、これが 26 年度中

の見送り、この主な理由はどのように把握されていますか。 

 見送りの理由ですが、一つは、今ご説明しました市場の再編とい

うのが現在行われております。そういう中で、それにあわせてハマ

レイを取り巻く経営環境というのも大きく変化します。特に 27 年

３月で一応、南部市場は中央卸売市場としては廃止しまして、４月

から新たな補完施設ということになりますが、それもまた皆さんが

新しい環境の中で補完施設として事業を展開していく中で、実際に

これからそこをどのように軌道に乗せていくのか、まだまだ不透明

なところがあります。そういう意味で一つは再編ということです。

 もう一つの理由としましては、ハマレイも設備・建物等、かなり

老朽化が進んでおります。そういう中で、老朽化したものにどのよ

うに対応していくか。それはもともと市を主体とした設備・建物で

すので、どういう形で対応していくかということはまだはっきりと

した方針が出ておりませんでした。それがイコール、どうしても株

を売却するときの、株を買われる方々から見れば事業リスクという

ことになりますので、そのあたりの整理がまだ十分に行われていな

かった、大きくこの２つの理由によるものです。 

 特に２つ目の施設・設備の老朽化への対応ということについて、

方針は全く今出ていないということなのですか。市としてどうする

のですか。 

 建物自体はかなりもう老朽化して設備もだんだん古くなってい

ますので、そういう中で一定の修繕等や設備の更新は行っておりま

すが、必ずしも計画的に行っているという状況ではないというのが

現状です。 

 それはやはり市が施設・設備の老朽化にどう対応するかによっ

て、ハマレイそれ自身の評価が違ってくるだろうから、今の段階で

は株の値もつかないだろうし、難しいということなのですか。 

 主要株主の方にもお聞きしましたが、そういうところで市の方針

がきちんと出ないと、どうしても事業としてのリスクがありますの

で、そういう段階で株式を引き受けるというのはなかなか難しいと

いうお話をいただいています。 

 そうでしょうね。ということは、何といいますか、出資比率の引

き下げというのはなかなか進みにくいだろうという認識でいらっ

しゃるわけですか。 

 今回、目標の期間内に達成はできませんでしたが、今言ったよう

なところの問題点を横浜市としては一つ整理をしますし、あと、も

う少し時間がたつと南部市場の再編のほうも落ちついてくると思
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いますので、そういう意味で、今回の２年間の協約期間内で売却と

いうところまではいきませんが、それに向けて準備をしていきたい

と考えております。 

 関連質問ですが、阻害要因として再編の問題と設備・老朽化の問

題があるというご説明があったのですが、阻害要因というのをもう

少し詳しく教えていただきたいと思います。市場の再編について

は、市場側だけで決まる問題ではありませんよね。設備の老朽化に

ついても同様だと思いますが、所管の部局内だけで決まるわけでも

ないですよね。そこのあたりの、要するに阻害要因がどういう形で

クリアになって、どのタイミングでそれが新たな方針として示され

るかという見込みについて教えていただきたいのですが。 

 市場の再編につきましては、平成 27 年３月で中央卸売市場とし

ては廃止いたしますが、４月以降は本場を補完する施設ということ

で、卸売事業者ですとか仲卸事業者ですとか、そういう方々が加

工・配送・流通の場として活用するということになります。ですか

ら、今までの通常のせりを行って魚を販売したりというのと大分事

業環境が変わりますので、そういう意味で、従来の延長線上でそれ

ぞれの会社が同じようにいくということにはならないと思います。

要はそこが変わってきますと、ハマレイは南部市場でさまざまな冷

凍が必要な物を預かっていますので、そういうところでの環境や売

上目標が大きく変わってくるというのが具体的には一つあります。

 あと、修繕につきましては、これは実はハマレイだけではなく、

市場全体がかなり、昭和の終わりから平成の頭に整備されたもので

すから、全般的に老朽化が進んでおります。そういう中で、どうし

ても予算が限られているものですから、全部計画的に修繕するとい

うことがなかなかできにくいという状況で、優先度をつけてやって

おりますが、市場の冷蔵機能は市場に欠かすことができませんの

で、ハマレイの場合ももう少し修繕計画を会社と協議しながらつく

っていきたいと考えております。 

 そのご説明もわかるのですが、結局、横浜市中央卸売市場として

全体をどう再編するかというのは、どちらで決められるのですか。

 再編ですか。 

 ええ、先ほど再編ということをおっしゃいましたよね。ここを、

いろいろ市場も動いているし、そこのところをどういう優先順位を

つけてやるか、その優先順位はだれがどのように決めていくかとい

う問題もありますよね。 

 施設の修繕ですね。優先順位は、限られた予算の中で私どもが開

設者といいますか。 

 逆にそれを決めれば設備の老朽化についての方針は決まるとい

うことなのですか。 
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 そうですね、ただ、どうしてもやはり予算、お金の問題、兼ね合

いがありますので、そこはなかなかちょっと難しいところではあり

ます。 

 そうですね、当然予算があればスムーズにいくわけですが、要す

るにこのハマレイさんの株式を売却して下げていくという方針は

まず決まっているわけですね。しかし、それを決めたいけれども、

決めるための阻害要因があって、その阻害要因が一体どういうタイ

ミングでクリアになるかというところが、要は進め方の手順とか、

そういうものがクリアにならないと、何かどんどん時間がたってし

まうような気もするのですが、そのあたりはいかがですか。 

 そうですね、それはですから今回の協約期間内でちゃんとクリア

にするといいますか、整理したいと考えております。 

 協約期間はいつでしたか。 

 27、28年。 

 ２年度中ということですか。 

 そうですね、今回２年ということで、ハマレイの中期計画が 26、

27、28年ということがありましたので、今回 27、28年ということ

で協約期間内２年間ですが、そこで整理をして。 

 ３年前に決まったことをもう２年間延長して、民営化に向けて、

25％以下に向けて削減したいと。 

 取り組めるような形でのそういう課題について、阻害要因につい

て整理をしていきます。 

 ちょっとよろしいですか。 

 何で株式を、横浜市が持っている株を売却しなければいけないの

か、そこのところがよくわからないのです。私どもは「民間主体の

運営が望ましい団体」だと言われているのですが、民間主体ではな

い運営というのはどういうものなのか、この言葉の定義が、私たち

もはっきり言ってわからないのです。それから、場内関係者の人も、

民営化、民営化という言葉を役所は使うのですが、「民営化って何

なのか」と。だからそこのところをまずきちっと定義をしてもらっ

て、民営化とはこういうものなのだと。それから、何で株を横浜市

が売却しなければいけないのかと。そこのところを明確にしない

で、売るんだ売るんだばかり言っていれば、場内の関係者だって、

我々の仕事に関わるような人たちだって、何のためにやるのと、こ

ういう話になるわけです。 

 彼らは昔のことを知らないのです。私はずっと経済局にいました

から、昔の役所が株を売ったときの状況をよく知っています。当時

24万 1000株だったか、売却しました。場内関係者に基本的には随

意契約という形で売却しました。ですから、役所は株を低減化する

というのだったら、その８年前にやった株式を低減化したときの反
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省を踏まえて今回やらなければいけないのです。ところが、相変わ

らずさらっと株式を売却するのだと。だれが買うのと。どういう方

式で売却するのと。そこのところがはっきりしないのに、こんなこ

とを書いたって全く意味がないと思うのです。結局その８年前に株

を売ったときはどういうことになったかというと、場内関係者は買

えないわけです。金がなくて買えないのです。買っても流動性がな

い株なのです。全くその後処分できないのです。ですからずっと持

っていなければいけない。金が寝ちゃうわけです。そういったよう

な状況があるのに、買ってくれ買ってくれといったって、それは買

いにくいでしょう。最後余っちゃったんです。10 万株以上余っち

ゃったんです。24万 1000株売るのが 10万株以上余っちゃったん

です。それ、どうなったと思いますか。うちの社員が買ったんです

よ。希望という名の割り当てですよ、実際は。 

 だから私が言いたいのは、何で株を低減化しなければいけないの

と。我々、外郭団体だって構いませんよと。それから、民間主体の

運営といったら、これは我々、役所から何のアドバイスももらって

いません。何の補助ももらっていない。融資も受けていない。債務

保証もしてもらっていない。全部自力でやっているのです。それで

我々は、横浜市が持っている株なんか全然欲しいわけではないので

す。そういったところも総合的に考えてもらって、本当にやるのが

いいのか、やらなくてもいいのだったらやる必要ないと思うので

す。 

 だって場内関係者の意見を私、聞いてきましたよ。役所がもう今

年度はやらないのだと。どういうことを言っているか。何人かの人

に、だれがどうだというのは省略させてもらいますが、「二度と市

の放出する株は買わない。ただ、配当は有効に使わせてもらってい

ます。だけど、現在保有している株は買い戻してもらいたい」と。

それから、「前回市が放出したときには、希望もしていないけど株

を割り当てられ、借金までして購入した。今後はそういうことはな

いようにしてもらいたい」と。それから、「横浜市は株の売却の前

にやることがあるのではないか」と。これは、先ほど所管局がおっ

しゃっていましたが、はっきりいってもう 40 年超えているような

冷蔵庫ですよ。経済的耐用年数からいったらもうあと２年から３

年、そのような冷蔵庫ですよ。株の放出の前にまず自分がやること

やってくださいよと。それから話を持ってきてくださいよと。こう

いうことですよね。それから、「配当がなかったら横浜市に寄附を

するのと同じことだ」と。「横浜市は株を売ると言ったが、投資す

る側の立場に立って考えてもらいたい。何が株を買うことが自分た

ちにとって魅力があるのか。買いたいというインセンティブが全く

働いてこない。これでは買えません」と。「横浜市とはおつき合い
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で多少買わなければならないとは思っているが、売却価格はできる

だけ安くしてもらいたい」と、こういうのが場内関係者の意見なの

です。 

 そういったような状況の中で、２年間の間に株を売却するのだと

いうのは、いかにも問題だろうと。今年度やろうと思えばはっきり

言えばやれたのです。場内関係者でも、ある人は６万株だったら買

ってもいいよと。おつき合いだったらある程度買わなければいけな

いなと。それから、関心を持っている人は、「私ら買えるのか」と

いうような話も私のところに来ました。それを総合的に全部株数を

足せば 20 万株ははるかに超えましたよ。だけど今年やめたのだっ

たら、もう場内関係者は買う意欲はないわけです。買いたくないわ

けです。じゃあだれが買うのと。そういう基本方針をはっきり決め

て、それで、場内関係者も言っていますが、横浜市が株を売るのだ

ったら、その前に自分たちがやることをちゃんとやってくださいよ

と。それから話を持ってきてくださいよということですから、そこ

ら辺をやはりきちっと整理してもらって、それからやるかやらない

か決めてもらいたいと私は思うのです。でも、うちの会社としては、

もう横浜市から株を放出されても一切買いませんよ。えらいことに

なってしまっているのです。というのは、もう 20 数万株、私たち

の会社個人で持っているのです。個人で。流動性ゼロですよ。そう

したらその株どうするのですか。持ったまま。どうにもならないで

すよ。私ら役員だけだって 15万株持っているのですよ、15万株。

この間売ったら 307円ですよ。どうしてくれるのですかと、そうい

う話が一方であるわけですよ。それなのに平然として株を売却しま

すと言われたって困っちゃいまいますよ。だから今年度、経済局長

がやめるのだと。株の売却はやめると言ったのは、私、正しい見解

だろうと思いますよ。そこら辺のところを本当に、本当にやること

がどういう意味を持って、場内関係者が本当にそれで喜ぶのかとい

ったようなことを全部整理し直す必要があると思いますね。それじ

ゃなかったらやめてもらいたいと思いますよ。株の話は以上です。

 そういうこともありまして、今回いろいろと検討していかなけれ

ばいけないということで、２年間の間に株を売却するということは

この協約では言っていませんで、その前段階のいろいろ整理をして

いくということです。 

 もしそうであるならば、もっと正直に書くべきだと思います。民

間主体への移行はやらないと。 

 これはそもそも誤解を招きます。 

 誤解を招きますよね。その辺が、この段階で、そのようなお話が

出てくれば、私たちももう一度検討し直さなければいけないわけで

すから。 
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 ぜひ根本に、元に立ち返って、この問題は整理してもらいたいと

思います。いや、書くのは簡単ですよ。検討しますと。それは検討

するでしょうけれども、実施しないのだったら検討してもらったっ

て困るわけですよ。場内関係者みんな困っちゃうのですよ。 

 外郭団体のこういう話で常に思うのは、外郭団体は横浜市の担当

部局との関係の中で、担当部局にはある政策がきちっとあって、そ

れを前提に、あるいはそれが決まらないと、外郭団体の方針も決ま

らないという相互の関係がありますよね。そこのあたりは担当部局

のほうでぜひクリアしなくてはいけないと思います。 

 ほかに。田邊委員。 

 実は私がご質問しようと思ったお答えをもういただいたので提

案なのですが。基本的にこの会社の将来は、ほとんど局の方針で決

まるということを、まず明確にしていくことではないかと思いま

す。そういうシナリオがなく、この会社をどうするのだという話を

議論していても全く無意味ですので、もともと市の基本計画があっ

て、基本計画に基づいて各部局が長期計画を組んでいるはずなので

す。ありますよね。その中に、この横浜市場冷蔵株式会社をどうす

るのだということが検討されたのかどうかです。そういうことも全

くなく、売却の話ばかり先に進んでいるのはものすごくナンセンス

だと思います。それから、何より年間１億 6000 万円近い家賃収入

を市は得ているわけです。大変そうになったらその家賃を下げれば

いいだけですよね。幾らでもそこでさじ加減はとれるわけですね。

そういうことも明らかにしながら、じゃあこの会社をどうするのか

ということを決めていかないと、全部後手後手になるのではないか

と思います。つまり、横浜は人口減少にはなっていないけれども、

本当に流通が変わったこの時代に横浜にどの程度のこういう設備

が必要なのですかと。それこそ市場は必要なのですかという、その

議論もなく、いや、冷凍設備があるから、とりあえずそれを維持す

るのですというのは、ちょっと私とすれば経営ではないと感じるの

で、何かそういう構想をしっかり立てないと議論ができないという

感じがするのですが、いかがなものでしょうか。 

 ご意見はありますか。 

 そのとおりです。 

 一市民から見て民営化って何なのかという、私自身の個人的な見

解は一応持っております。というのは、やはり時代が移る中で横浜

市はいろいろな業務を行っていかなければいけない。それも、人的

にも財務的にも限られた中で何を優先的にやっていく。そして、公

的な機関が出資してまでやらなければいけない業務、あるいは人的

に派遣してやらなければいけない業務と、そうではなくて、そこま

でやらなくてもちゃんと力を持っている企業などがあれば、そこに
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頑張ってやってもらえるようにすべきだろうと、そのように思って

います。そのときの一つのやり方として、出資比率を下げていくと

いうことはあると思うのです。ところが今のお話は、横浜市に前に

いらした方がそういう経験から、時代を見ていて、今株式の売却の

条件がほとんどそろっていないと言われた。まさにハマレイをどう

するのかということを、先ほどから繰り返しになりますけれども、

もう一度議論しないとまずいのかなという気がします。 

 要するに、市場はかなり流通形態も変わってきて、流通能力を持

っている大手がたくさん出てきて、市場を通さなくてもいいところ

もたくさん出てきている。自分でそういう冷凍施設を持っていると

ころがどんどん出てきている。話はちょっとずれますが、ある宅配

業者がいろいろな業務を広げようとしていたら、一時期公的機関が

ストップをかけた。だけどそれはやはり必要だった。それだけ伸び

ていったわけですね。やはり民間の力をもってすべきであって、市

はもっとほかにやるべきことがあったらそちらをやるべきだと。私

たちはその一つなのかなと理解しているわけです。それを根本的な

ところで議論が十分できていないとすれば、もう一度これはやり直

さなければいけないのではないかと思います。 

 市場の荷がもうどんどん少なくなっています。これではとてもじ

ゃないけど３つの冷蔵庫を維持・運営していくのは大変だというこ

とで、今、大黒ふ頭にある冷蔵庫は全部市場外の荷物なのです。そ

れで今、倉庫というのは、千葉から東京、川崎と大体 40 年過ぎて

いまして、全部スクラップなのです。もう 40 年前の冷蔵庫という

のは今の時代に全く適合しないのです。全部スクラップになってい

まして、その間に荷物は全部大黒ですとか千葉のほうだとかにどん

どん流れています。ですから、私どもは外の荷物をできるだけとっ

て、中の市場の荷物の減少をそれで補っていきたい。それをやって

いかなかったら、もうはっきりいって、それこそ公的使命も果たせ

ないような状況になっています。それだけ苦しい状況の中でやって

いますが、それもうちの従業員が全部やっているわけです。別に横

浜市からこうしたほうがいいんじゃないかとか、こうすれば取引先

がもっと増えるよとか、そんなお話なんか聞いたことがないですか

ら。はっきりいって全部うちの会社でやっている。そのような状況

の中で、横浜市の役割といったら私は、大家としての役割をきちっ

と果たしてもらいたいと。 

 ですから今後、あそこを直すんだ、こう直すんだと口では言って

いますが、今、南部の冷蔵庫なんか、クーリングタワーがもう今日

か明日かみたいな話なのですよ。それが止まってしまったらどうに

もならない。一番肝心なことは、冷媒の規制が 2020年でもう R22

なんていうのは使えないのです。使おうと思えば使えますよ。30
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年までは使えますが、それ以降は一切使えない。うちはマグロでは

R502 を使っていますが、これはもう日本国中探したってガスがな

いのです。輸入もできないという法体系になっているわけです。そ

のような状況になったら冷却器はどうするのだと。これはものすご

く大きな話なのです。だからこれは何年か先にそれを決めればいい

という話ではなくて、大家としたらもう今決めて、このような段取

りで冷蔵庫は直していくのだと。そこを早く決めてもらわないと、

民間主体の運営もヘチマもみんな飛んでいってしまうわけです。 

 それでなかったら、横浜市は８年前、冷蔵庫については譲渡方針

というのを役所のルールの中でつくったのです。我々は本場の中に

ある１つの冷蔵庫を当時 8000 万円で買わないかという話があった

のです。それからもう８年もたっています。当時 8000 万円ですか

ら、今だったらほとんど金がかからないのではないかと。そういう

譲渡の方法も役所が方針決裁を通しているわけですから、それに基

づいてきちんと売ったらどうなのだと。「ハマレイ、これだったら

買うか」というのだったら我々は、金目の話でいろいろ相談しなが

ら、今うちの会社は９億円持っていますから、その中で対応できる

のだったら十分対応していきますし、横浜市も賃料だけ入ればいい

と。それはいいでしょう。そのまま持っていれば１億何千万円も毎

年毎年入るわけです。だけどこちらの立場にしてみれば、１億何千

万円も横浜市に毎年払っていて、配当も払っていて、それでその冷

蔵庫の保全を本当にやってくれるのかどうか。それがわからないの

では安心してやっていられません。そこら辺のところをきちっとま

ず横浜市がこういうふうにするのだという方針を立ててもらって、

うちに提示してもらって、それからどうしましょうかという話では

ないかと私は思っています。 

 書くのは簡単ですよ。株式の低減化を進めましょう、冷蔵庫はき

ちっと維持・管理していきますよと。だけど、それからもうちょっ

とブレークダウンして、じゃあ具体的にどのようにやっていくか、

何をどうやって直していきます、株を売るのだったらこういう手順

でこのようにやっていきます、そこを整理してくれないと、我々は

もう議論にならないと思います。 

 いかがでしょうか。そのような議論が、今おっしゃっているよう

なことを市と話し合う機会はなかったのですか。 

 ありましたよ。だけどやはり見解がそれぞれ違いますから、なか

なか一本化できないわけです。私はもう今年度株を売る話をやめた

のだったら、もうずっとやめちゃえと、そこまで思いますよ。そこ

ら辺がやはり役所の考え方と私どもの考え方となかなか一致しな

いわけですよ。 

 恐らく株式の売却という問題のもっと根本的なところは、先ほど
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からおっしゃっているように、施設・設備の管理は誰が持つか、あ

るいは更新は誰がやるかであって、その辺の議論が整理されてくれ

ば、株式をどうするかという問題の答えは割と出てくるのだと思う

のですが。 

 場内関係者も、きちっと冷蔵庫は今後何年もつのだ、あるいはい

つの時点でスクラップ・アンド・ビルドをするのだ、冷媒対応はこ

うやってやるのだということになれば、安心するわけです。そこま

で横浜市がやってくれるのかと。それだったら株をある程度取得し

てもいいなという話になると思うのです。だけどそれがはっきりし

ない。 

 施設の管理責任は横浜市役所なのですか。 

 そうです。大家は横浜市です。 

 大家は横浜市です。 

 賃料は何に対しての賃料なのですか。 

 設備と建物。 

 であればもう完全に責任不履行ということになりますよね。 

 もちろん修繕とかそういうのは、計画的ではありませんがいろい

ろやっています。 

 やってもらっています。だけどもう 40 年超えている冷蔵庫はあ

るわ、片方は 38 年だとか言っている中で冷媒問題が出てきてしま

ったと。毎年のように修繕を繰り返しているわけです。それで横浜

市の行政財産に我々が手を加える、工事をするというのはできない

のです。償却もできませんし。そうすると例えば、今日冷蔵庫の扉

があいて閉まらなくなってしまったと。横浜市が持っているわけで

すよ、扉から何から。そのような状況になったらだれがそれを直す

のと。今直さなければしようがないでしょうと。我々だったら業者

をすぐ呼んで直せと、品物が腐ってしまうだろうと、こうなるので

すが、横浜市がやる話になれば、業者を選んで入札をかけて、それ

をやったら３カ月かかってしまうわけです。そこら辺の冷蔵庫の本

当の管理という話もどうしたらいいのか根本から考え直さなけれ

ばいけないと思うのです。 

 よろしいですか。実は逆の見方もあって、例えば土地と建物を定

期借家で借りる、設備は自前でやる、じゃあ本当に何十億もかけて

冷蔵設備をこれから新設しますかというのが、多分とても大切な意

思決定だと思うのです。本当にその設備が市として必要ならば、市

が直接全部やるべきですよね。でも、これから先、20年、30年先

にマーケットがよくわからない状況の中で、市が大きな投資をする

かどうかです。昔は民間のそういう設備がなかったから、市が先導

してやらざるを得なかった。そういうところの共通認識を持たない

限り、この問題は解決しません。 
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 ３つだけちょっとお願いしたいのは、株価の算定はちゃんとした

ことがあるのかということです。それから、これだけの利益を持っ

ているのに何で自社株購入をしないのですかということです。 

発行株式を、自社でどんどん買っていってしまえばいいじゃない

ですか。だから、株式を買ってくれという関係者がいるのだったら、

自社株購入という手はありますよね。5000 万円の資本金です。売

った値段が額面だかわかりませんが、でも自社株購入という手段が

ありますね。 

普通こういう株式の場合は譲渡制限とかついているはずなので

すが、そういうことが確認できているのかどうか。譲渡制限なしだ

と、株式を放出し、とんでもない人に株を持たれたら、市との訴訟

問題が起きてくるかもしれないということですよね。その３つをあ

わせて考えていかないと、下手するとみんなに迷惑がかかる、誰も

得しないという結果になりかねないという意見だけ申し上げてお

きたいと思います。 

 その件に関して、まず、譲渡制限はありません。 

 まずいですね。 

フリーなのです。フリーでもう株はあちこちに行ってしまってい

ます。それから、自社株買いは定款に載っていないのでできません。

そういうこともありまして、もうこれ以上このまま放置できないで

しょうという中で株式制度の見直しと、ここの１の（２）の下のほ

うに書いてありますね。方針期間の主要目標というところで、人的

関与の見直しとあわせて株式制度の見直しと記載してありますが、

これはもうしようがないと。従業員が株を持ったまま次の人に渡せ

なければ、その人はもう金、どうにもならないわけでしょう。しよ

うがないというので、今年の株主総会で決議を経て、それでもう７

月から自社株の買い取りをやりたいと。ただ、そのとき横浜市が株

を売ったってとんでもない話だから、横浜市には手を上げさせませ

んが、それでとにかく我々が、うちの従業員が持っている株は全部

買い上げますと。それから今、相続でいろいろと分かれてしまって、

その人たちが相続で買い戻してくれという話があります。それから

場内関係者も、会社の運営が苦しいから１万株だって 300円であれ

ばそこそこのお金が返ってくるわけです。そうすると運転資金に回

るということもありますから、そのようなことを考えれば一定の金

額、剰余金もまだありますから、その中で自社株買いの制度をつく

って、それで買ったその株はそれこそほかには一切譲渡できません

から、将来に向けて金庫の中に入れておこうということはもう会社

の中では決めました。11月の取締役会で一応そういう方向でやりま

すと。金額についてもおぼろげな感じですがこれぐらいでやります

と。あれは結局税金の関係でいくと全部が配当所得になってしまう
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のです。相対の話でやればいいのですが、自社株買いをやって対応

すると配当課税になってしまうとえらいことになるので、今まで買

ってくれた人がみんな真っ赤になってしまうわけです。そうすると

横浜市のために株を買ってやったのに、なんだ、自社株買いやって

最後に税金こんなに払わなければいけないのかということもある

ので、そういったようなところも頭に入れつつ、株価の算定はその

６月の株主総会に提示して、きちっとした形で処理したいと思って

います。 

 株価の算定は前回売却時にやりまして、そのときは 307円という

ことでした。 

 額面が幾らのものですか。 

 50円です。 

 ６倍になったということですね。 

 そうですね。前回売却時です。その後は特に、最近はやっており

ません。 

 それでは、本件につきましてはいかがいたしましょう。こちらで

ももう一度整理する必要があるような感じがしますので、今の段階

で事務局の方で整理されたところを説明していただけますか。 

 まず、今いろいろ課題が出てきたということもありまして、団体

分類の方向性が一応出ておりますが、課題を整理した上でどういう

方向性を出し得るか、あるいは出さないという方法もあるかと思い

ます。前回もありましたが、課題の提示について、課題もこちらの

ほうから提示する、例えば今であれば市のほうでちゃんと方針を出

してからですとか、あるいは株式制度の見直しを実行した上で改め

て協議するという可能性もありますので、我々のほうで今いただい

たご意見等を踏まえて一回整理をさせていただいて、ご提案させて

いだきたいと思っております。 

＜事務局より発言の要旨を報告＞ 

 ありがとうございます。まだのみ込めていないところがあるかも

しれませんが、次回また改めて審議したいと思いますので、よろし

くお願いします。 

 ちょっと確認したいのですが、次回までに市として今提示された

ものについては何か検討結果をご報告いただくことは可能なので

すか。 

 そうですね、次回、時間もあるとは思いますが。 

 すみません、事務局から失礼します。協約をまとめる日程の問題

もありますので、附属機関は時限設置ではないので、一部先延ばし

ということも可能かどうか、それは我々のほうでも検討していきた

いと思います。 

 特に市の考え方を決めるとなりますと、２～３日で決めるという
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わけにも。当然、かなり内部で時間が必要になってきますので。 

 恐らく今提起された問題というのは、ハマレイだけの問題ではな

いのです。私たち審議していまして、やはりいろいろな団体が共通

したテーマを抱えていると思います。市がどういう姿勢で団体と取

り組んでいくのかというのは大きいテーマで、これは改めて落ちつ

いてやらなければいけないテーマだと思っております。 

 今回はペンディングということで終わりたいと思います。皆さ

ん、どうもありがとうございました。 
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５ ［議題４］（公財）横浜市緑の協会 

 それでは議題４、横浜市緑の協会についての審議を行います。 

 それではまず、団体を所管いたします環境創造局総務課からこの

協会についてのご説明をいただきたいと思いますので、よろしくお

願いします。 

＜所管局より「経営に関する方針（素案）」説明＞【資料Ｐ25】 

 どうもありがとうございます。それでは、事務局から補足の説明

をお願いいたします。 

＜事務局より論点等の説明＞【資料Ｐ27】 

 ありがとうございます。それでは、以上の説明に基づいて審議に

入りたいと思います。委員の皆様から何かご発言、ご質問等ありま

したらお願いいたします。 

 田邊委員、お願いします。 

 ２点ありまして、一つは、収益事業の強化に取り組むということ

で掲げられているので、それの具体的な中身を、代表的なもので結

構ですので教えていただきたいと思います。詳しい数字がわかって

いるわけではないのですが、たしか駐車場の運営は収益事業として

おやりになられていると。駐車場の運営について、さらにその収益

を上げる方法などをお考えになられているのかということもあわ

せてご説明いただきたいと思います。 

 それからもう一点が、およそ 27億円の基金があるかと思います。

ちょっと正確な数字はごめんなさい、違っていたら教えてくださ

い。かなり大きな基金があって、その基金の運用によってさまざま

な緑化事業あるいはイベント等を行っていると記憶しているので

すが、本当にその事業が必要ならば、その基金運用ということでは

なくて、市から委託という形でその事業を行うのも方法ではないか

と思います。 

つまり、20 数億円というのはかなり大きな金額なので、今後非

常に厳しい財政状況に入る中で、果たしてこの財団でその基金をも

って運用していくということが適切なのかどうかというのも、ご意

見があればお伺いしたいと思います。 
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 以上２点です。 

 それでは２点についてお願いします。 

 収益事業の強化の点で、駐車場の運営の増等を考えているか、あ

るいはその強化策ということですね。 

 それでは私の方から。 

 収益事業の強化策というお話でしたが、公園とか動物園、各施設

で実施する事業がありますが、そういった自主事業を強化する、数

多く行うことによって駐車場の利用台数が増えるということもあ

りまして、来園者数を増やすことによって駐車場収益については増

加させるように考えております。それから、飲食・販売などで、来

年春にアフリカのサバンナということでズーラシアに新しくエリ

アができますので、そういったところに対して新規の商品を開発し

ていくとか、レストランもありますので新しいメニューを開発して

いくというようなことが具体的な方策になっていくかと思います。

個別の具体策についてはまだ検討はしておりませんが、概ねそうい

ったところです。 

 ２点目の基金の関係です。現在、基金の造成額としては 29 億円

です。 

 この基金の設立目的としましては、横浜市の都市緑化を総合的に

進めていくために、行政が主体で行う公共施設の緑化だけではなく

て、民有地の緑化等も含めて市民・企業等と一体となって都市緑化

を総合的に進める必要があるだろうということで、市民・企業等が

自らの手で緑化を進める民間緑化の拠点として、昭和 59 年に設立

したものです。基金の造成額は 25年度末現在で約 29億円になって

おります。この 29億円を運用することによって出てくる運用益を、

先ほど言った民有地の緑化ですとか、あるいはスプリング・フェア

といったイベントの開催、これは緑化の普及啓発に資するイベント

の開催ですとか、あるいは、よこはま緑の推進団体が今 1000 団体

ほどありますが、そういった市民団体が行う緑化活動を支援してい

くための事業に、その運用益を活用しているという状況です。そう

いった形で事業を進めておりますので、今のところ委託等によって

民有地緑化を進めていくということは考えておりません。 

 よろしいですか。どうぞ、田邊委員。 

 市自体が余裕があるときは、その 29 億円をプールしながらそれ

を運用して、それで緑化事業を進めていくという、それはわかるの

ですが、こういう委員会をやっているように、先々を見ると非常に

厳しい財政状況の中で、資金を有効的に活用する等々をやはり考え

ていかないといけない段階に来ているわけです。そういう中で、そ

ういう今おやりになられている事業が必要ならば、基金の運用益で

はなくて、今後は市からの補助によって実施するというようなこと
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もご検討されているかどうかというお話なのです。 

 そういう意味合いであれば、先ほど言った、協会の方が行ってお

ります基金の運用益による民有地緑化推進事業というのは、民有地

緑化ですとか、あるいは市民の緑化活動を支援するという、基盤的

な部分を行っていただいておりますが、もう一つ、横浜市では今、

みどりアップ計画というのをつくっておりまして、その中では公共

施設の緑化を基本としていますが、それ以外にも民有地緑化の部分

でたらずまいみたいなところを拡充するような形で、市民の皆様に

みどり税を負担していただいて、それを財源として事業を実施して

おります。基盤的な部分は協会が行いますが、それに付加するよう

な部分は、市がそのみどり税を使って、みどりアップ計画の中で民

有地緑化も行っているという形で今、事業を進めている状況になり

ます。 

 合計して市からの補助という形でも。 

 補助というか、それについては横浜市が直接執行しているような

形になります。 

 ですから今、自主事業としておやりになられていることを、自主

事業ではなくて、市からの委託事業というような形にして、もちろ

ん全額ということではなくても、基金を一部でも市に戻すという

か、寄附するというか、そういうことをご検討されたことは、市の

サイドとしてはあるのですかという質問です。 

 まず、市の委託もしくは補助事業ということになりますと、それ

は原資として市から交付金が出ていくわけです。そうすると、この

財政状況の厳しい中で、この事業自体が先行き細々となってしまう

可能性があります。それに対して今現在、協会の基金の運用の中で

行っているのは、昨年度実績で 5100 万円ほどの運用益があります

が、それにプラスして、協会内の収益事業等からの補てんを 3000

万円ほど足しまして、約 8000 万円ほどの大きな事業を行っていた

だいております。市の財源を原資としたところではなかなかそうい

ったような応用がきかないといった面もありますので、今現在のや

り方についてはそういったメリットがあると思っております。 

 もう一つ、２つ目の基金の活用といいますか、運用益ではなくて

本体そのものからの活用で行うべきではないかという趣旨だと思

いますが、その点については今、協会と協議を進めている状況です。

 部局としての最適化という意味ではものすごくよく理解できる

のですが、市全体として厳しい財政状況の中でどうあるべきかとい

うところについては、全然ご意見をいただいていないので、部局と

しての最適化ということでしたら今のご意見でごもっともだと思

うのですが、非常に厳しい財政状況が迫ってきている中で、市とし

てどうすべきなのかというところの中の部局であるというお答え
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ではなかったので、最後に意見として申し上げさせていただきたい

と思います。 

 それではほかの観点からでもご質問、ご意見がありましたらお願

いします。 

 先日、視察にお伺いできなくて失礼いたしました。それゆえに理

解不足の点もあろうかと思いますが、３点ほど質問させていただき

ます。 

 まず１点目ですが、動物園です。これは今、横浜市緑の協会さん

で管理されているわけですが、どういう形に分離するのか、直営に

するのか等を含めて、検討の状況を教えていただきたいと思いま

す。 

 ２点目は、人材、組織にかかわることです。最初の質問にも関わ

りますが、固有職員の幹部登用ということももちろん非常に望まし

いことだと思うのですが、そこに働く人、例えば動物園の職員、あ

るいはそれ以外のところで働く職員からすると、一体この組織は何

をやるところで、今後どういう方向に向かうのかという組織のビジ

ョンとか、そういうものが、そこで長く働いていく上で非常に重要

になると思うのです。そういう観点から、緑の協会さんとしてどう

いう方向で今考えていらっしゃるか、あるいは市としてどう考えて

いらっしゃるか。 

 ３点目は、緑化の協約の部分です。緑化推進事業実績を向上させ

ますということで、具体的な目標で、よこはま緑の推進団体登録数

の増加とか、花と緑の推進リーダー認定者数の増加ということがあ

るのですが、これは広い意味でというか、もちろん緑化事業に資す

るとは思うのですが、ここに書いてあります「都市環境の保全・改

善のため、緑化事業を推進します」という観点から、市としてこの

緑の協会さんに期待することを遂行する上で、これで必要十分であ

るのでしょうかと。これは質問であり、何を期待するかということ、

特に緑化推進というものは捉え方によっていろいろあるわけです。

緑化率を上げていくとか、緑化についての市民の意識を啓蒙するで

あるとか、あるいは具体的に緑というか花をいろいろなところで普

及・拡大していくとか、いろいろあると思いますが、そういう目標

との関係でお考えをお聞きしたいと思います。 

 雑駁ですが、３点についてよろしくお願いします。 

 まず１点目の検討の状況、これからの運営体制のようなお話でよ

ろしいですか。 

 それはそれで非常に重要な問題だと思いますので。 

 横浜市の動物園につきましては、もともと昭和 26 年、野毛山動

物園が直営で始まりました。その後、体制としては、野毛山を移転

しようということで、よこはま動物園ズーラシアを計画したときに
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運営形態を検討しまして、それまでの直営方式を準公営式という委

託方式にし、横浜動物園ズーラシアについては平成 11 年、委託方

式で緑の協会に組織をつくっていただいて始めました。その後、た

しか平成 15 年だと思うのですが、地方自治法が改正されまして、

公の施設は委託から指定管理に移行しなさいということがありま

して、ズーラシアを平成 18年から指定管理にしました。 

その後、動物園についていろいろな検討会を開いてきまして、そ

れらを踏まえた中で、直営だった野毛山、金沢も一括で指定管理に

したほうが効率的だということで、今は３動物園一括で指定管理と

いう経過を踏んでおります。 

 これまで直営か指定管理かという２つの方法しか公立の動物園

は運営方法がなかったのですが、昨年 10 月に総務省で地方独立行

政法人法施行令の改正がありまして、地方独立行政法人の業務の中

に動物園という業務が入った形になりました。 

昨年の３月まで国と、実は動物園は公園の教養施設ということな

ので国土交通省所管ですが、地方独立行政法人は総務省所管ですの

で総務省と調整しまして、法的に、地方独立行政法人法で言ってい

る動物園というのは一体何かと。総務省と制度間調整をやっており

まして、何とかすり合わせができたので、動物園の我々の外部評価

委員会で先月まで検討を行っておりまして、地方独立行政法人は適

当ではないというご意見をいただいた状況になっています。 

 それを受けて、要は指定管理ないしは、それ以外の方法としては

市が直営でやる、または独立の法人をつくるという３つの方法があ

りますが、現状では指定管理ということになっている。そうすると、

先ほどの２番目、３番目の人材との関係もありますが、指定管理と

いうのは入札をするわけですよね。とれなければそれがなくなって

しまう。とれればいいけれども、それが今後続くという保証はない。

ある意味不安定な状況であると。そうしたときに、もちろんメリッ

ト・デメリットはありますが、安定化ということを考えると市が直

接やるということもある。そうでないのであれば、緑の協会の事業

の中での位置付けというものを再考する必要があると思うのです

が、そのあたりは今まだ踏み込まれていないのでしょうか。 

 踏み込んでおります。もともと指定管理者制度についても検討会

を重ねていまして、動物園の運営のあり方について、要は公募にす

るか非公募にするかという議論がずっとありました。それは何かと

いうと、動物園の特殊性ということで、今日記者発表しましてボル

ネオオランウータンが産まれたのですが、そういう飼育の専門技術

の継承という意味で、指定管理者ですと５年で交代してしまう、要

は動物園の多大な資産を安全に運営してもらう上で、そういった技

術継承とか人材育成をどうしていくべきか、これは全国の自治体の
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動物園で指定管理者制度をやっているところ共通の悩みです。今、

市では、昨年議会にお諮りして条例を改正した際、動物園に関して

は非公募 10 年で、要は期間を最大限にして取り組みたいというご

提案をさせていただいています。その背景としては、やはり指定管

理だとどうしても嘱託雇用が横行してしまうですとか、それに伴っ

て人材育成が難しいとか、そういう背景があります。ただし、指定

管理の評価委員会では、指定管理者としては良好な運営をずっとし

ていただいており、運営自体は指定管理者の目的の経費の節減です

とか、効率化ということではうまくできているということで、そこ

をどう解決していこうか、その上で動向がどうかという議論を今、

させていただいているところです。 

 そのほかの点について。 

 ２点目の固有職員にとって組織のビジョン、そういったようなお

話でよろしいですね。 

 なかなか難しいところなのですが、鴨志田委員が今おっしゃられ

たように、指定管理という制度がある中で５年間という制約、それ

がとれるかとれないかによっては大きく運営にかかわってくると

いうことです。私どもの事業のご案内にも出ていますが、基本的に

よこはま緑の街づくり基金の運用益を活用した都市緑化の推進を

図っています。そのほかに、公園緑地や動物園の円滑な運営、健全

な利用の増進及び都市環境の改善を図ることによって、公共の福祉

の増進に寄与することを目的としています。よって、緑化推進事業、

公園事業、動物園事業、上郷森の家事業を行っているという中で、

人材育成にかかわることにつきましては、今年度、人材育成ビジョ

ンを、横浜市にもあるのですが、それを参考にしながら今、見直し

ております。今年度中にその人材育成ビジョンができ上がる予定で

すので、それをもって来年度からと考えております。今、作成中で

すのでちょっとここではお示しできませんが、そういう状況です。

 ３点目の緑化推進団体、市として期待することは何なのかという

ご質問についてです。今、横浜市では水と緑の基本計画ですとか、

先ほどもご説明しましたみどりアップ計画等、さまざまな手法で緑

を保全する、あるいは緑化を推進するということを行ってきていま

すが、そういうことは市民の方の理解ですとか、市民との協働みた

いな形で成り立っていくものだと考えております。そういう意味

で、緑の部分は市民活動が支えていくということになっていく中で

は、そういう市民活動を支える緑化推進業務というものがあること

が非常に重要だと考えております。そういう意味で、私どもとしま

しては、協会にそういった市民の推進団体を増やしていただくと

か、あるいはその推進リーダーを増やしていただくことを非常に期

待しています。そのことによって、行政と市民が協働して緑あふれ
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るまちづくりができるのかなと考えています。 

 その他ありますでしょうか。ただいま出ました「よこはま花と緑

の推進リーダー」となっていただいた方というのは、どのような活

躍をされていると評価されていますか。やはりこれを推進していく

ことが公益的な面でもかなり意義があるとお考えだと思うのです

が、実績としてはどうなのでしょう。 

 どんなことをやっているかということですか。 

 ええ、そういう認定をされて。 

 簡単に説明させていただきますと、これは街づくり基金の運用益

を活用して、緑化推進事業の一環として協会がリーダーを育成して

認定を行っております。それが推進リーダーということですが、よ

こはま緑の推進団体の会員を対象に受講生を募集しておりまして、

リーダー育成講座で、緑化実習等を習得した方をリーダーとして認

定しております。リーダーは各区の推進団体の連絡会と連携してお

りまして、各地域での緑化活動のリーダーとして、推進団体の活動

指揮などの役割を担っております。この協約にもありますが、25

年度末には 106人ということです。主な活動としては、緑化に関す

る知識や技術の向上、推進リーダー同士の連携、情報交換、情報共

有という部分です。あと、所属団体での活動の活性化も大きな役割

として担っておりますが、所属している 18 区での広域な活動とい

うことを主な活動内容としております。 

 そのリーダーの皆さんは協会が期待しているような活動を十分

やっていらっしゃるから増やしていこうということでよろしいわ

けですね。実績を評価されていると。 

 そうですね、はい。 

 要するに、資格だけとっておしまいということではないのです

ね。 

 ああ、それは違いますね。 

 そのほかご質問はありますでしょうか。 

 特になければ、今、質問についてのお答えをいただきましたので、

この協会の今後の方向性について、「引き続き経営の向上に取り組

む団体」でどうかということなのですが、その前に、大分まとめて

いただいたと思うので、事務局からかいつまんで要点を説明してい

ただけますか。 

＜事務局より発言の要旨を報告＞ 

 ありがとうございます。今のまとめについて何か補足すべきこと

はありませんでしょうか。よろしいですか。 

 それでは、緑の協会の今後の方向性についてですが、所管課から

提案されております「引き続き経営の向上に取り組む団体」という

分類で基本的によろしいでしょうか。 
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 それでは、そのようにいたしたいと思います。これはほかの団体

でもそうですが、最終的な結論についてはまた後日報告することに

なると思います。現段階ではそのように取りまとめたいと思いま

す。どうもありがとうございました。 
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６ ［議題５］（公財）横浜市国際交流協会 

 それでは、議題５です。横浜市国際交流協会ですが、この審議に

ついて、事務局からまずこの団体の方針の概要と、事前に聴取した

各委員からの意見の説明をお願いしたいと思います。よろしくお願

いします。 

＜事務局より「経営に関する方針（素案）」及び論点等の説明＞ 

【資料Ｐ37】

 それから、事前に委員の皆様からご意見をいただいておりますの

で、こちらについてご紹介いたします。 

 いただいている意見につきましては３点ありまして、すべて出資

比率に関するご意見です。 

 まず、大野委員長から、出資比率の低下により市の関わり方の根

拠がしばらくの間は変わってしまうとしても、お互いに基本的な枠

組みはしっかりと確認し、今後の道筋を考えていく必要があるとい

うご意見をいただいております。 

 続いて、田邊委員からは、市の出資割合が大きく低下したことで、

市との関係性が不明確なものになっている。今後、安定的に団体を

運営していくためには、出資割合について早期の健全化が必要では

ないか。また、もし、その健全化が困難であれば、市による適切な

関与を確保するために、団体を解散した場合の残余財産の帰属先を

市とすることを前提に、団体の解散なども視野に入れて検討する必

要があるのではないかというようなご意見をいただいております。

 以上です。 

 それでは、横浜市国際交流協会についてですが、ただいまの説明

を受けて、また、各委員の発言を受けて、この団体についての審議

を進めていきたいと思います。 

 私と田邊委員の意見が出ておりますが、もしほかに鴨志田委員、

遠藤委員からあれば。お気づきの点がありましたら。 

 国際局に移管するというご説明があったかと思いますが、そうい

う理解でよろしいですか。 

 はい。恐らく条例改正をして、組織として国際局が独立するとい

うような形になるかと。 

 政策的な位置づけは変わらないのですか。国際化ということの取

組の位置づけがより高まるということは。 
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 そうですね、はい。 

 それを受けてこの何か強化とか、そういう方針というのは特に、

市としては、現状で政策局としてはあるのでしょうか。 

 組織の改正とともにという部分は、協約の中ではあらわれていま

せん。組織の改正はある意味、市の取組ということもあって、まだ

条例を提案している最中ということで協約には反映されていませ

ん。 

 特にありませんか。 

 はい、結構です。 

 この団体につきましては「引き続き経営の向上に取り組む団体」

と提案されておりますし、前回の旧方針でも「引き続き経営の努力

が必要な団体」となっておりますので、基本的にこの方向性そのも

のはよろしいとしても、いかに今度は国際局がどのような形で影響

力といいますか、意向を反映させていくことができるか、その仕組

みをしっかりと考えることが必要かと思います。 

 このような形での団体分類、すなわち「引き続き経営の向上に取

り組む団体」ということでよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

 それでは、そのようにまとめさせていただきます。 
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７ ［議題６］（公財）横浜市シルバー人材センター 

 それでは引き続きまして、横浜市シルバー人材センターに移りた

いと思います。同じように事務局から、この団体について説明をお

願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

＜事務局より「経営に関する方針（素案）」及び論点等の説明＞ 

【資料Ｐ47】

 続きまして、事前にいただいておりますご意見を紹介いたしま

す。ご意見につきましては合計９件いただいております。 

 まず、遠藤委員からのご意見としましては、シルバー人材センタ

ーでの就労をきっかけとした会員のニーズの変化に柔軟に対応し

ていくために、長期的雇用につながる職業紹介の取組については、

ハローワークとの連携や企業等へのＰＲも必要ではないかという

ご意見をいただいております。 

 田邊委員からは２つご意見をいただいております。まずは、横浜

市内に多い企業の元管理職や事務系職種の高齢者は、希望する仕事

とシルバー人材センターの技能的な仕事は合わないため、シルバー

人材センターになかなか登録しないということがあるのではない

か。そこで、市の高齢者施策や労働施策、地域の活性化を進める上

で、例えば取材などのようなホワイトカラー層の活躍の場の確保を

検討してはどうかというご意見をいただきました。また、高齢者が
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増える中で会員数が低下し、会員率が漸減しているのは、市内高齢

者の就業ニーズとセンターが受注・提供する業務との間にミスマッ

チがあるからではないかということで、今後はミスマッチを解消

し、高齢者の就業ニーズにこたえることで会員率を上げ、会費収入

を確保するとともに、手数料について他都市の動向等を参考にしな

がら適宜見直しを検討し、市からの補助金の削減に努めるべきだと

いうご意見をいただきました。 

 鴨志田委員からは３件いただいておりまして、シルバー人材セン

ターの存在について、より一層の周知に取り組んでいただきたいと

いうこと。また、会員獲得に顕著な実績を上げている他都市の取組

をベンチマークとすべきだというご意見をいただきました。また、

公益的使命の達成に向けた協約項目の就業機会の提供拡大につき

まして、より高い目標としてほしいというご意見をいただきまし

た。 

 大江委員からも３件いただいておりまして、会員のニーズにこた

えられているかという視点で、目標として会員満足度の向上の設定

が必要ではないかと。また、発注に対して業務を提供できないとい

うミスマッチがあるのであれば、職業別に分析することにより人材

の確保や受注拡大に取り組んでいただきたい。また、会員のニーズ

を把握し、仕事をとりにいく営業力の強化も必要ではないかといっ

たご意見をいただきました。 

 以上です。 

 それでは、シルバー人材センターについての審議に入りますが、

ただいまのまとめといいますか、報告に対して何かご意見、ご質問

はありますでしょうか。幅広くかなりもう意見は出ておりますの

で、どこに重点を置くかというのは難しいですが、ミスマッチをな

くす、あるいはもっとニーズを掘り起こす、あるいはそれに対応す

る人材を確保するということで、営業・広報等をしっかりやってく

ださいと、こんなまとめになるかなと思いますが。 

 １点だけよろしいですか。この手のいわゆる人材仲介というか、

サービス支援というのは当然民間でもあるわけですね。民間とすみ

分けるということ、というか、要は市として特にやる意味というの

を明確に設定していただく、要するに一般の民間で取り組みにくい

領域というのがあると思うのです。これは恐らく、サービスを提供

する人もシルバーの人であれば、受ける人もシルバーの人ですよ

ね。ここのところのネットワークというのは、市はいろいろお持ち

だと思うのですが、この前お話を伺った限りではそこがうまく活用

されていないように思います。周知の足りない部分が非常にあると

思うのです。そこのところの、要はよくありがちなことなのですが、

せっかくいいものをつくっても、それが役に立たない、あるいは周



  42/43 

 

 

 

 

 

大野委員長 

 

 

 

各委員 

 

知されなければ宝の持ち腐れなので、もちろん内容についてはもっ

とブラッシュアップしていくというのはあると思うのですが、そこ

のところの取組を強化していただきたいということをつけ加えて

おきたいと思います。ここにもう、内容としてはいろいろなところ

に入ってはいますが。 

 特にほかにご意見ありませんでしょうか。それでは、この団体に

ついては、旧方針とほぼ同様の内容で「引き続き経営の向上に取り

組む団体」ということですので、これについてご承認いただけます

でしょうか。 

（異議なし） 

 

 

大野委員長 

事務局 
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８ ［議題７］横浜市信用保証協会 

 それでは、次の議題に進みたいと思います。 

＜事務局より「経営に関する方針（素案）」及び論点等の説明＞ 

【資料Ｐ57】

 引き続き、事前にいただいておりますご意見を紹介いたします。

 こちらは６件ありまして、まず、大野委員長からは、信用保証に

つきましては、市内中小企業を活性化することによって市内経済が

成り立っていることを前提として、公費で下支えをしている仕組み

であると。であるならば、企業の経営支援についてＩＤＥＣ等の関

係機関とより連携し、効果的に実施していただきたいというご意見

をいただきました。 

 また、遠藤委員からは、役員について、非常勤役員であっても管

理コストはかかると。こういったことを踏まえた上でスリム化を進

め、意思決定の迅速化や内部管理経費の削減を図るべきだというご

意見をいただきました。 

 田邊委員からは、信用保証協会は中小企業の信用を補完し、資金

調達を円滑にすることでセーフティーネットとなることが本来の

役割であると。そのために、保証制度を周知していくことが必要で

あると考えるが、保証の件数や金額の増加を目的化しないように心

がけるべきだというご意見をいただきました。 

 鴨志田委員からは、セーフティーネットとしての機能について引

き続き周知を図っていただきたいというご意見をいただきました。

 大江委員からは２点いただきまして、市独自の保証協会、これは

県にもあるということで、市にも保証協会を設けているということ

であれば、市としてどのような分野の企業を支援していきたいのか

といったことを明確にし、関係機関が連携して企業の経営支援に取

り組むべきだというご意見です。また、同じく創業支援等を行って

おります日本政策金融公庫等の融資の取組を分析し、使い勝手がよ

く、魅力ある融資とすべきだというご意見もいただいております。
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 以上です。よろしくお願いします。 

 ありがとうございます。それでは、本件についての審議に入りま

すが、これに付け加える点、あるいは修正すべき点がありましたら

お願いします。いかがでしょうか。 

（追加意見等なし） 

 それでは、この保証協会についても、旧方針と同じように「引き

続き経営の向上に取り組む団体」として位置づけたいと思います。

 以上をもちまして今日の審議を終了したいと思います。どうも長

時間にわたりありがとうございました。 

 

事務局 

 

14 その他事務連絡 

＜事務局よりスケジュール等の説明＞ 

 

 

大野委員長 

15 閉会 

 それではこれで終了させていただきます。 

資    料 

 

資料１：経営に関する方針（素案） 

資料２：団体概要資料 

 


